
2

Ricoh Production Print Solutionsプログラム評
価用のプログラムライセンス契約
第 1章 -共通条項
おお客客様様がが「「ププロロググララムム」」ををダダウウンンロローードド、、導導入入、、複複製製、、アアククセセススままたたはは使使用用さされれるる
とと、、ここののププロロググララムムののごご使使用用条条件件 ((以以下下「「使使用用条条件件」」とといいいいまますす))にに同同意意さされれたたももののとと
みみななさされれまますす。。他他のの個個人人、、会会社社ああるるいいはは法法人人にに代代わわっっててここのの使使用用条条件件にに同同意意さされれるる場場
合合はは、、おお客客様様ははそそれれららのの個個人人、、会会社社ああるるいいはは法法人人ににここのの使使用用条条件件をを順順守守ささせせるる全全権権限限
をを有有ししてていいるるここととをを表表明明・・保保証証いいたただだくくももののととししまますす。。ここのの使使用用条条件件にに同同意意いいたただだけけ
なないい場場合合はは、、おお客客様様はは

• 「「ププロロググララムム」」ををダダウウンンロローードド、、導導入入、、複複製製、、アアククセセススままたたはは使使用用すするるここととななくく、、
かかつつ

• 直直ちちにに「「ププロロググララムム」」ををそそのの調調達達元元にに返返却却すするるここととにによよりり、、ここれれららとと引引きき換換ええににがが
ででききまますす。。ももしし「「ププロロググララムム」」ををダダウウンンロローードドししててししままっったた場場合合はは、、そそのの調調達達元元にに
ごご連連絡絡下下ささいい。。

“RPPS”とは、Ricoh Production Print Solutions LLC、または株式会社リコーの関係会社の 1
社をいいます。

「ライセンス情報」(以下「LI」といいます)とは、「プログラム」固有の情報を提供する
文書をいいます。「プログラム」の LIは、システム・コマンドを使用して「プログラ
ム」のディレクトリー内のファイルで、あるいは「プログラム」と同梱される小冊子とし
て提供されます。また、LIは http://www.infoprint.com/licensesに記載される場合もありま
す。

「プログラム」とは、プログラムの原本ならびにそのすべての複製物 (全体複製か部分複
製かを問わない)を含めて、次のものを意味します。1)機械で読み取りうる形の命令およ
びデータ、2)その構成要素、3)視聴覚コンテンツ (イメージ、テキスト、録音、画像な
ど)、4)関連するライセンス資料、ならびに 5)ライセンス・ユース・ドキュメントまたは
キー、および付属文書。

「お客様」とは、個人またはひとつの法人を意味します。

ここのの使使用用条条件件はは、、第第 11章章のの共共通通条条項項、、第第 22章章のの各各国国固固有有のの条条項項 ((該該当当すするる場場合合))、、LLIIかか
らら構構成成さされれ、、本本「「ププロロググララムム」」のの使使用用にに関関すするるおお客客様様ととRRPPPPSSととのの間間のの完完全全かかつつ唯唯一一のの
合合意意文文書書でですす。。本本条条件件はは、、「「ププロロググララムム」」のの使使用用にに関関すするるおお客客様様とと RRPPPPSSととのの間間のの従従
前前のの口口頭頭ままたたはは書書面面にによよるる通通知知等等ののすすべべててにに取取っってて代代わわるるももののでですす。。第第 22章章おおよよびび LLII
にに、、第第 11章章のの条条件件にに対対すするる追追加加条条件件ままたたはは変変更更条条件件がが記記載載さされれてていいるる場場合合ががあありりまま
すす。。

1. おお客客様様のの権権利利
使使用用権権
「プログラム」は、RPPSまたはそのサプライヤーが所有権を有しています。「プロ
グラム」は、著作権により保護されており、使用許諾されるものであって、売買の対
象となるものではありません。
RPPSは、お客様が「プログラム」を適法に取得した場合、お客様に対して「プログ
ラム」の非独占的な使用権を許諾します。
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お客様は 1)内部の評価、試験、またはデモンストレーション目的に限り、試用ベース
で、または試用後の購入ベースで、「プログラム」を使用することができ、2)かかる
使用の範囲において、バックアップ・コピーを含め、合理的な数の「プログラム」の
複製を作成および導入することができます。この使用条件は、お客様が作成する各複
製物にも適用されます。「プログラム」の複製物には、全部複製か部分複製かを問わ
ず、お客様は「プログラム」に表示されているものと同一の著作権表示を必ず行なう
ものとします。
「「ププロロググララムム」」ににはは、、評評価価期期間間のの終終了了後後にに使使用用ででききなないいよよううににすするる無無効効化化デデババイイスス
がが含含ままれれてていいるる場場合合ががあありりまますす。。ここのの無無効効化化デデババイイススままたたはは「「ププロロググララムム」」をを改改ざざ
んんすするるここととははででききまませせんん。。おお客客様様はは、、「「ププロロググララムム」」がが使使用用ででききななくくななっったたととききにに
生生じじるる可可能能性性ががああるるデデーータタのの喪喪失失をを回回避避すするる手手段段をを講講じじるる必必要要ががあありりまますす。。
お客様は、1)「プログラム」のすべての複製の記録を保持し、2)遠隔地からのアクセ
スを含めて「プログラム」を使用する何人 (なんぴと)もが、お客様に認められた使用
許諾範囲内でのみ使用し、かつ、この使用条件に定める義務を守るよう適切な措置を
講じるものとします。
お客様は、1)この使用条件に明記されている場合を除き、「プログラム」を使用、複
製、結合、配布もしくは送信すること、2)法律の強行規定のある場合を除き、「プロ
グラム」を逆コンパイル、逆アセンブルもしくは翻案すること、または 3)「プログラ
ム」を再使用許諾、賃貸もしくは貸与することはできません。
評価期間は、お客様が本使用条件に同意した時点から開始し、1) LIに記載されている
期間もしくは日付、または 2)「プログラム」自体が自動的に無効になった時点で終了
します。評価期間中は、「プログラム」の使用に対する料金は発生しません。お客様
が「プログラム」を保持できることを RPPSが LIに明記している場合を除き、評価期
間の終了から 10日以内に、「プログラム」およびその複製をすべて破棄するものとし
ます。お客様が「プログラム」を保持できることを RPPSが明記し、お客様が「プロ
グラム」を保持することを選択した場合、「プログラム」には、その時点でお客様に
提供される個別のライセンス契約が適用されます。また、別途料金が適用されます。
RPPSは、お客様がこの使用条件に違反した場合、お客様に対する使用許諾を終了す
ることができます。この場合、お客様は「プログラム」のすべての複製物を速やかに
破棄するものとします。

2. 保保証証のの否否認認
除除外外がが認認めめらられれなないい法法的的保保証証にに従従っってて、、RRPPPPSSはは、、明明示示ままたたはは黙黙示示をを問問わわずず、、商商品品
性性、、特特定定目目的的へへのの適適合合性性、、非非侵侵害害のの黙黙示示的的保保証証ままたたはは条条件件をを含含めめ ((たただだしし、、ここれれらら
にに限限定定さされれまませせんん))、、「「ププロロググララムム」」ままたたはは技技術術ササポポーートト ((ももししああれればば))にに関関すするるいい
かかななるる保保証証ままたたはは条条件件もも付付与与ししまませせんん。。
この除外は RPPSのプログラム開発者およびサプライヤーにも適用されます。
-RPPS以外の「プログラム」の製造業者、サプライヤー、または発行者は各自の保証
を提供する場合があります。
RPPSが別段の規定をしない限り、RPPSは技術サポートを提供しません。

3. 責責任任のの制制限限
お客様が RPPSの責に帰すべき事由 (契約不履行、過失、不実表示または不法行為など
を含みます)に基づく損害に対して救済を求める場合、RPPSの賠償責任は、請求の原
因を問わず、次の各号に定めるものに限られます。RPPSの故意もしくは過失によっ
てお客様に生じた身体、生命および有体物に対する賠償責任。2)お客様に現実に発生
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した通常かつ直接の損害に対し、損害発生の直接原因となった当該「プログラム」の
使用料金相当額を限度とする金銭賠償責任。
本条の責任の制限は、RPPSに「プログラム」を提供した「プログラム」開発者なら
びに RPPSビジネス・パートナーに対する損害賠償請求にも適用されるものとしま
す。お客様は、RPPSおよび「プログラム」開発者ならびに RPPSビジネス・パート
ナーに対して重複して損害賠償を請求することはできません。
いいかかななるる場場合合ににおおいいててもも、、RRPPPPSS、、「「ププロロググララムム」」開開発発者者おおよよびび RRPPPPSSビビジジネネスス・・
パパーートトナナーーはは、、そそのの予予見見のの有有無無をを問問わわずず発発生生ししたた以以下下のの損損害害ににつついいててはは賠賠償償責責任任をを
負負いいまませせんん。。
11..デデーータタのの喪喪失失ままたたはは損損傷傷
22..特特別別損損害害、、付付随随的的損損害害、、間間接接損損害害、、おおよよびびそそののほほかかのの拡拡大大損損害害
33..逸逸失失利利益益 ((ビビジジネネスス、、収収益益、、信信用用ああるるいいはは節節約約すすべべかかりりしし費費用用をを含含むむ))。。
国国ままたたはは地地域域にによよっっててはは、、法法律律のの強強行行規規定定にによよりり、、上上記記のの責責任任のの制制限限がが適適用用さされれなな
いい場場合合ががあありりまますす。。

4. そそのの他他
1.この使用条件は、消費者保護法規によるお客様の権利を変更するものではありませ
ん。
2.この使用条件のいずれかの条項が無効または履行強制ができないとされた場合で
も、その他の条項は有効に存続するものとします。
3.お客様は「プログラム」を輸出することはできません。
4.お客様は、RPPSがお客様の連絡先情報 (名前、電話番号、電子メール・アドレスを
含む)を、RPPSが営業を行う地域に保存し使用することに同意されるものとします。
かかる情報は RPPSとお客様との取引に関連して管理、使用されるものとし、RPPSの
委託先、ビジネス・パートナー、事業継承先に対して、お客様との連絡を含む、それ
らの一般的事業目的内の用途 (例えば、受注処理、販売促進、市場調査等)のために提
供されることがあります。
5.この使用条件にもとづく請求権は、請求のいかんにかかわらず、その原因が発生し
た日から 2年を経過したときに、時効により消滅するものとします。
6.いずれの当事者も、自己の責めに帰すことのできない事由から生じた損害について
は、責任を負わないものとします。
7.この使用条件により第三者に対していかなる訴権あるいは請求権も生じるものでは
なく、またお客様に対する第三者からの賠償請求について RPPSが責任を負うもので
はありません。ただし、前述の「責任の制限」条項で認められた、RPPSが法的に責
任を有する、身体 (生命を含む)、および有体物に対する賠償責任は除きます。

5. 準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁
準準拠拠法法
両当事者は、法の抵触に関する原則にかかわらず、本契約から生じる、もしくは本契
約に関連する両当事者のすべての権利義務を、規制、解釈、実施するために、お客様
が「プログラム」の使用権を取得した国の法律を適用することに同意するものとしま
す。
国際売買契約に関する国連条約 (United Nations Convention on Contracts for the
International Sale of Goods)は適用されません。
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裁裁判判管管轄轄権権
両当事者の権利および義務については、お客様が「プログラム」の使用権を取得した
国の裁判所の判断に従うものとします。

第 2章 -各国固有の条項
アメリカ
アアルルゼゼンンチチンン::準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁((第第 55条条))::
本条に以下の例外を追加します。この使用条件に起因するすべての訴訟は、専らブエ
ノスアイレス市直轄商事裁判所によって解決されるものとします。

ブブララジジルル::準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁第第 55条条))::
本条に以下の例外を追加します。この使用条件に起因するすべての訴訟は、専らリオ
デジャネイロ州、リオデジャネイロの法廷によって解決されるものとします。

カカナナダダ::責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
本条の第 1項の最初の段落を次のように置き換えます。
RPPSの過失によってお客様に生じた身体、生命および有体物に対する賠償責任。
そそのの他他 ((第第 44条条))::本条の第 7項を次のように置き換えます。
7.この使用条件により第三者に対していかなる訴権あるいは請求権も生じるものでは
なく、またお客様に対する第三者からの賠償請求について RPPSが責任を負うもので
はありません。ただし、前述の「責任の制限」条項で認められた、RPPSが法的に責
任を有する RPPSの過失により発生した、身体 (生命を含む)、および有体物に対する
賠償責任は除きます。”
準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁 ((第第 55条条))::準拠法のサブセクションの「お客様が「プ
ログラム」の使用権を取得した国の法律」という句を、次のように置き換えます。
オンタリオ州の法律。”

ペペルルーー::責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
本条の最後に次のように追加します。
ペルーの民法第 1328条に基づき、本条で指定された制限と適用除外は RPPSの故意の
不法行為 (“dolo”)または重大な過失 (“culpa inexcusable”)には適用されません。
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アアメメリリカカ合合衆衆国国::そそのの他他 ((第第 44条条))::
本条に次のように追加します。
米国政府ユーザーの「RESTRICTED RIGHTS」(規制) -この製品は、公費を使用するこ
となく開発された商業用コンピューター・ソフトウェアもしくは商業用コンピュー
ター･ソフトウェア･ドキュメンテーションであり、または、それらを含んでいます。
非防衛部門につき連邦調達規則 (Federal Acquisition Regulation)第 12.212条が、また、
防衛部門につき連邦防衛調達規則附属書 (Defense Federal Acquisition Regulation
Supplement)第 227.7202条が規定するように、米国政府機関による使用、複製、開示
は、ソフトウェア製品については添付「プログラムのご使用条件」に、ハードウェア
製品についてはプロダクト･ドキュメンテーション記載のライセンス条件にのみ従うも
のとします。
準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁 ((第第 55条条))::
準拠法のサブセクションの「お客様が「プログラム」の使用権を取得した国の法律」
という句を、次のように置き換えます。
アメリカ合衆国ニューヨーク州の法律。

アジア太平洋
オオーースストトララリリアア::保保証証のの否否認認 ((第第 22条条))::
本条に次を追加します。
たとえ RPPSが保証を否認したとしても、お客様は Trade Practices Act 1974またはそ
の他の法規に基づく一定のお権利を有する場合があり、適用される法規によって認め
られる範囲においてのみ制限されます。
責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::本条に次を追加します。
RPPSが、Trade Practices Act 1974に基づく黙示の条件または保証に違反した場合は、
RPPS'の責任は、RPPS'が提供した製品の修理もしくは交換または同等の製品との交換
に限ります。ただし、当該条件または保証が販売権、平穏的占有権もしくは瑕疵のな
い所有権に関す場合、またはその商品が通常、個人的もしくは家庭用に使用または消
費する目的の商品である場合は、本条記載の責任制限は適用されません。
準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁 ((第第 55条条))::準拠法のサブセクションの「お客様が「プ
ログラム」の使用権を取得した国の法律」という句を、次のように置き換えます。
お客様が「プログラム」の使用権を取得した州または地域の法律
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ベベトトナナムム::準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁 ((第第 55条条))::
準拠法のサブセクションの「お客様が「プログラム」の使用権を取得した国の法律」
という句を、次のように置き換えます。アメリカ合衆国ニューヨーク州の法律。
本条に次のように追加します。
仲仲裁裁
この使用条件に起因する、あるいは本書に関連した紛争は、紛争発生時に有効な
Singapore International Arbitration Center (SIAC)の規則に従ってシンガポールにおける
仲裁により最終的に解決されるものとします。仲裁の裁定は最終的なものであり、異
議申し立てなく当事者双方に対する拘束力を持つことになります。そして、仲裁の裁
定は書面にされ、事実認定と法律の結論とを記述します。
仲裁人は 3名とし、紛争のそれぞれの側は 1名の仲裁人を任ずる権利があります。当
事者により任命される 2名の仲裁人は、第 3の仲裁人を任命し、この第 3の仲裁人は
仲裁手続きの議長を務めるものとします。議長のポストに空席が生じた場合は、議長
は SIACの議長により指名されます。他の欠員が生じた場合、それぞれ指名権を持つ当
事者の指名により、欠員を埋めるものとします。議事進行は、欠員が生じた時点にお
ける段階から継続するものとします。
当事者の一方が、他方が仲裁人を任命してから 30日以内に自己の仲裁人を任命するこ
とを拒んだ場合、あるいは任命できなかった場合は、最初に任命された仲裁人が有効
かつ適正に任命されたことを条件として、最初に任命された仲裁人が唯一の仲裁人に
なります。
すべての議事進行は、提示されたすべての文書を含め、英語で執り行われるものとし
ます。この使用条件の英語版の効力は、他の言語版の使用条件よりも優先されます。

中中国国のの香香港港特特別別行行政政区区おおよよびびママカカオオ特特別別行行政政区区::準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁 ((第第 55
条条))::
準拠法のサブセクションの「お客様が「プログラム」の使用権を取得した国の法律」
という句を、次のように置き換えます。
香港 (中国特別行政区)の法律。
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イインンドド::責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
最初の段落の項目 1および 2を次のように置き換えます。
1)お客様に生じた身体、生命および有体物に対する賠償責任は、RPPS'の過失の場合
に限られます。2)この契約に基づく、あるいはこれに関連する RPPSの契約不履行に
より、お客様に現実に発生した損害に対する RPPS'の賠償責任は、損害発生の直接原
因となったプログラムにお客様が支払った料金相当額を限度とする金銭賠償責任に限
ります。
そそのの他他 ((第第 44条条))::本条の第 5項を次のように置き換えます。
一方の当事者が他方の当事者に対し、請求の原因が発生した日から 3年以内に訴訟そ
の他の法的処置を行わなかった場合、一方の当事者が有する請求権は放棄されたもの
とみなされ、他方の当事者は履行の義務を免除されます。
準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁 ((第第 55条条))::本条に次のように追加します。
仲仲裁裁
この使用条件に起因する、あるいは本書に関連した紛争は、紛争発生時に有効なイン
ドの法律に従って、インド共和国バンガロールにおける仲裁により最終的に解決され
るものとします。仲裁の裁定は最終的なものであり、異議申し立てなく当事者双方に
対する拘束力を持つことになります。そして、仲裁の裁定は書面にされ、事実認定と
法律の結論とを記述します。
仲裁人は 3名とし、紛争のそれぞれの側は 1名の仲裁人を任ずる権利があります。当
事者により任命される 2名の仲裁人は、第 3の仲裁人を任命し、この第 3の仲裁人は
仲裁手続きの議長を務めるものとします。議長のポストに空席が生じた場合は、議長
は Bar Council of Indiaの議長により指名されます。他の欠員が生じた場合、それぞれ
指名権を持つ当事者の指名により、欠員を埋めるものとします。議事進行は、欠員が
生じた時点における段階から継続するものとします。
当事者の一方が、他方が仲裁人を任命してから 30日以内に自己の仲裁人を任命するこ
とを拒んだ場合、あるいは任命できなかった場合は、最初に任命された仲裁人が有効
かつ適正に任命されたことを条件として、最初に任命された仲裁人が唯一の仲裁人に
なります。
すべての議事進行は、提示されたすべての文書を含め、英語で執り行われるものとし
ます。この使用条件の英語版の効力は、他の言語版の使用条件よりも優先されます。

日日本本::そそのの他他 ((第第 44条条))::
第 5項の後に以下の文言を追加するものとします。
この使用条件に関する疑義が生じた場合は、当事者双方が信義誠実の原則に従って協
議するものとします。

ママレレーーシシアア::責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
3番目の段落の第 2項の「特特別別損損害害」という語は、削除します。
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ニニュューージジーーラランンドド::保保証証のの否否認認 ((第第 22条条))::
本条に次を追加します。
たとえ RPPSが保証を否認したとしても、お客様は Consumer Guarantees Act 1993ま
たはその他の法規に基づき除外または制限が認められない一定の権利を有する場合が
あります。ただし Consumer Guarantees Act 1993は、同法で定義するビジネスを目的
として RPPSが提供した製品についてはいかなる場合も適用されません。
責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::本条に次を追加します。
お客様が Consumer Guarantees Act 1993で規定するビジネスの目的以外で「プログラ
ム」を取得した場合には、本条の責任の制限は当該法律の適用を受けるものとしま
す。

中中華華人人民民共共和和国国::準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁 ((第第 55条条))::
準拠法のサブセクションの「お客様が「プログラム」の使用権を取得した国の法律」
という句を、次のように置き換えます。
アメリカ合衆国ニューヨーク州の法律 (地域法により別の定めがある場合を除く)。

フフィィリリピピンン::責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
3番目の段落の第 2項の文を次のように置き換えます。
2. 2.特別損害 (名目損害および懲罰的損害を含む)、道徳上の損害、付随的損害、間接
損害、またはその他の拡大損害、または
準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁 ((第第 55条条))::本条に次のように追加します。
仲仲裁裁
本書に起因する、あるいは本書に関連した紛争は、紛争発生時に有効なフィリピンの
法律に従ってフィリピン共和国首都マニラにおける仲裁により最終的に解決されるも
のとします。仲裁の裁定は最終的なものであり、異議申し立てなく当事者双方に対す
る拘束力を持つことになります。そして、仲裁の裁定は書面にされ、事実認定と法律
の結論とを記述します。
仲裁人は 3名とし、紛争のそれぞれの側は 1名の仲裁人を任ずる権利があります。当
事者により任命される 2名の仲裁人は、第 3の仲裁人を任命し、この第 3の仲裁人は
仲裁手続きの議長を務めるものとします。議長のポストに空席が生じた場合は、議長
は PhilippineDispute Resolution Center, Inc.の議長により指名されます。他の欠員が生
じた場合、それぞれ指名権を持つ当事者の指名により、欠員を埋めるものとします。
議事進行は、欠員が生じた時点における段階から継続するものとします。
当事者の一方が、他方が仲裁人を任命してから 30日以内に自己の仲裁人を任命するこ
とを拒んだ場合、あるいは任命できなかった場合は、最初に任命された仲裁人が有効
かつ適正に任命されたことを条件として、最初に任命された仲裁人が唯一の仲裁人に
なります。
すべての議事進行は、提示されたすべての文書を含め、英語で執り行われるものとし
ます。この使用条件の英語版の効力は、他の言語版の使用条件よりも優先されます。



10

シシンンガガポポーールル::責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
3番目の段落の第 2項の「「特特別別損損害害」」”および「「拡拡大大損損害害」」という語は削除します。
そそのの他他 ((第第 44条条))::本条の第 7項を次のように置き換えます。
上記第 3条 (責任の制限)で RPPS'サプライヤーおよびプログラム開発者に与えられる
権利を除き、本使用条件の当事者でない者は、契約法 (第三者の権利)の下において本
使用条件のいずれの条項も行使する権利を持たないものとします。

ヨーロッパ、中東、およびアフリカ (EMEA)地域
保保証証のの否否認認 ((第第 22条条))::
EU諸国では、本条の最初に次を追加します。
EU諸国では、消費者は、各国の売買に関する消費者保護法に基づく権利を有します。
そのような権利は、本第 2条の規定の影響を受けません。

責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
オーストリア、デンマーク、フィンランド、ギリシャ、イタリア、オランダ、ノル
ウェー、ポルトガル、スペイン、スウェーデンおよびスイスでは、本条の全文を次の
ように置き換えます。
別途強行法規が定める場合を除き、次のとおりとします。

1. 本契約に規定される、または本書に関連する RPPSの義務の履行の結果生じる、ま
たは本書に関連したその他の原因によって生じるいかなる損害および損失に対する
RPPSの責任は、かかる義務の不履行 (RPPSに過失がある場合)またはかかる原因
の直接の結果として現実に発生したことが証明された損害に対する、お客様がプロ
グラムに支払われた料金相当額を限度額とする金銭賠償責任に限定されます。

2. 上記の制限は、法的に RPPSの責に帰する生命・身体または有体物に対する賠償責
任には適用されません。

3. いいかかななるる場場合合ににおおいいててもも、、RRPPPPSSおおよよびび RRPPPPSSププロロググララムムのの開開発発者者はは、、そそのの予予
見見のの有有無無をを問問わわずず発発生生ししたた以以下下ののももののににつついいてて賠賠償償責責任任をを負負いいまませせんん。。11))おお客客
様様ののデデーータタのの喪喪失失、、ままたたはは損損傷傷、、22))付付随随的的損損害害ままたたはは間間接接損損害害おおよよびびそそのの他他のの
拡拡大大損損害害、、33))逸逸失失ししたた利利益益 ((たたととええ、、損損害害をを発発生生ささせせたた事事象象のの直直接接的的結結果果ととししてて
発発生生ししたたももののででああっっててもも))ああるるいいはは、、44))逸逸失失ししたたビビジジネネスス、、収収益益、、信信用用、、節節約約すす
べべかかりりしし費費用用。。

4. ここで合意された責任の制限と除外は、RPPSの行う活動のみでなく RPPSのサプ
ライヤーおよびプログラム開発者が行う活動にも適用され、RPPSと RPPSサプラ
イヤーおよびプログラム開発者が集合的に負う責任の最大額も表すものとします。
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責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
フランスおよびベルギーでは、本条の文を次のように置き換えます。
別途強行法規が定める場合を除き、次のとおりとします。

1. 本契約に規定される、または本書に関連する RPPSの義務の履行の結果生じるいか
なる損害および損失に対する RPPSの責任は、かかる義務の不履行 (RPPSに過失が
ある場合)の直接の結果として現実に発生したことが証明された損害に対するお客
様が損害の原因となったプログラムに支払われた料金相当額を限度額とする金銭賠
償責任に限定されます。

2. 上記の制限は、法的に RPPSの責に帰する生命・身体または有体物に対する賠償責
任には適用されません。

3. いいかかななるる場場合合ににおおいいててもも、、RRPPPPSSおおよよびび RRPPPPSSププロロググララムムのの開開発発者者はは、、そそのの予予
見見のの有有無無をを問問わわずず発発生生ししたた以以下下ののももののににつついいてて賠賠償償責責任任をを負負いいまませせんん。。11))おお客客
様様ののデデーータタのの喪喪失失、、ままたたはは損損傷傷、、22))付付随随的的損損害害ままたたはは間間接接損損害害おおよよびびそそのの他他のの
拡拡大大損損害害、、33))逸逸失失ししたた利利益益 ((たたととええ、、損損害害をを発発生生ささせせたた事事象象のの直直接接的的結結果果ととししてて
発発生生ししたたももののででああっっててもも))ああるるいいはは、、44))逸逸失失ししたたビビジジネネスス、、収収益益、、信信用用、、節節約約すす
べべかかりりしし費費用用。。

4. ここで合意された責任の制限と除外は、RPPSの行う活動のみでなく RPPSのサプ
ライヤーおよびプログラム開発者が行う活動にも適用され、RPPSと RPPSサプラ
イヤーおよびプログラム開発者が集合的に負う責任の最大額も表すものとします。
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準準拠拠法法、、裁裁判判管管轄轄権権おおよよびび仲仲裁裁 ((第第 55条条))
準準拠拠法法
「お客様が「プログラム」の使用権を取得した国の法律」という句を、次のように置
き換えます。1) “アアルルババニニアア、、アアルルメメニニアア、、アアゼゼルルババイイジジャャンン、、ベベララルルーーシシ、、ボボスス
ニニアア・・ヘヘルルツツェェゴゴビビナナ、、ブブルルガガリリアア、、ククロロアアチチアア、、ググルルジジアア、、ハハンンガガリリーー、、カカザザフフ
ススタタンン、、キキルルギギススタタンン、、ママケケドドニニアア共共和和国国、、モモルルダダビビアア、、ポポーーラランンドド、、ルルーーママニニ
アア、、ロロシシアア、、ススロロババキキアア、、ススロロベベニニアア、、タタジジキキススタタンン、、トトルルククメメニニススタタンン、、ウウククララ
イイナナ、、ウウズズベベキキススタタンン、、おおよよびびユユーーゴゴススララビビアア連連邦邦共共和和国国でではは、、「オーストリアの
法律」。2)アアルルジジェェリリアア、、ベベナナンン、、ブブルルキキナナフファァソソ、、カカメメルルーーンン、、カカーーボボベベルルデデ、、
中中央央アアフフリリカカ共共和和国国、、チチャャドド、、ココモモロロ、、ココンンゴゴ共共和和国国、、ジジブブチチ、、ココンンゴゴ民民主主共共和和
国国、、赤赤道道ギギニニアア、、ガガボボンン、、ガガンンビビアア、、ギギニニアア、、ギギニニアアビビササオオ、、ココーートトジジボボアアーールル、、
レレババノノンン、、ママダダガガススカカルル、、ママリリ、、モモーーリリタタニニアア、、モモロロッッココ、、ニニジジェェーールル、、セセネネガガ
ルル、、トトーーゴゴ、、おおよよびびチチュュニニジジアアでではは、、「フランスの法律」。3)エエスストトニニアア、、ララトトビビ
アア、、おおよよびびリリトトアアニニアアでではは、、「フィンランドの法律」。4)アアンンゴゴララ、、ババーーレレーーンン、、
ボボツツワワナナ、、ブブルルンンジジ、、エエジジププトト、、エエリリトトリリアア、、エエチチオオピピアア、、ガガーーナナ、、ヨヨルルダダンン、、ケケ
ニニアア、、ククウウェェーートト、、リリベベリリアア共共和和国国、、ママララウウィィ、、ママルルタタ、、モモザザンンビビーークク、、ナナイイジジェェ
リリアア、、オオママーーンン、、パパキキススタタンン、、カカタターールル、、ルルワワンンダダ、、ササンントトメメ、、ササウウジジアアララビビアア、、
シシエエララレレオオネネ、、ソソママリリアア、、タタンンザザニニアア、、ウウガガンンダダ、、アアララブブ首首長長国国連連邦邦、、ググレレーートトブブ
リリテテンンおおよよびび北北部部アアイイルルラランンドド連連合合王王国国、、イイエエメメンン、、ザザンンビビアア、、おおよよびびジジンンババブブエエ
でではは、、「英国の法律」。5)南南アアフフリリカカでではは、、「南アフリカの法律」。
裁裁判判管管轄轄権権
本条に以下の例外を追加します。
1)オオーースストトリリアアでではは、、本契約に起因する、または関連して生じるすべての紛争 (本書
の存在も含めて)は、オーストリア、ウィーン (インナー・シティ)の管轄裁判所に委
ねられます。アアンンゴゴララ、、ババーーレレーーンン、、ボボツツワワナナ、、ブブルルンンジジ、、エエジジププトト、、エエリリトトリリ
アア、、エエチチオオピピアア、、ガガーーナナ、、ヨヨルルダダンン、、ケケニニアア、、ククウウェェーートト、、リリベベリリアア共共和和国国、、ママララ
ウウィィ、、ママルルタタ、、モモザザンンビビーークク、、ナナイイジジェェリリアア、、オオママーーンン、、パパキキススタタンン、、カカタターールル、、
ルルワワンンダダ、、ササンントトメメ・・ブブリリンンシシベベ、、ササウウジジアアララビビアア、、シシエエララレレオオネネ、、ソソママリリアア、、タタ
ンンザザニニアア、、ウウガガンンダダ、、アアララブブ首首長長国国連連邦邦、、イイエエメメンン、、ザザンンビビアア、、おおよよびびジジンンババブブエエ
でではは、、本契約に起因するすべての紛争、または本書の執行に関連したすべての紛争
は、略式裁判手続きを含め、英国法廷の専属管轄権により処理されるものとします。
ベベルルギギーーおおよよびびルルククセセンンブブルルググでではは、、本契約に起因するすべての紛争、または本書
の解釈あるいは執行に関連したすべての紛争は、お客様の登録営業所所在地または営
業地あるいはその両方の存在する国の法律およびその首都の法廷のみが管轄権を有し
ます。フフラランンスス、、アアルルジジェェリリアア、、ベベナナンン、、ブブルルキキナナフファァソソ、、カカメメルルーーンン、、カカーーボボベベ
ルルデデ、、中中央央アアフフリリカカ共共和和国国、、チチャャドド、、ココモモロロ、、ココンンゴゴ共共和和国国、、ジジブブチチ、、ココンンゴゴ民民主主
共共和和国国、、赤赤道道ギギニニアア、、ガガボボンン、、ガガンンビビアア、、ギギニニアア、、ギギニニアアビビササオオ、、ココーートトジジボボアアーー
ルル、、レレババノノンン、、ママダダガガススカカルル、、ママリリ、、モモーーリリタタニニアア、、モモロロッッココ、、ニニジジェェーールル、、セセネネ
ガガルル、、トトーーゴゴ、、おおよよびびチチュュニニジジアアでではは、、本契約に起因するすべての紛争、または本
書への違反または執行に関連したすべての紛争は、略式裁判手続きを含め、専らパリ
の商事裁判所により解決されるものとします。ロロシシアアでではは、、本契約に起因するすべて
の紛争、または本書の解釈、違反、終了、執行の無効性に関連したすべての紛争はモ
スクワの仲裁裁判所によって解決されるものとします。南南アアフフリリカカでではは、、本契約に関
連するすべての紛争は、ヨハネスブルグの高等裁判所の管轄権に委ねられ処理される
ことに両当事者は同意するものとします。トトルルココでではは、、本契約に起因するすべての紛
争、または本書に関連したすべての紛争は、トルコ共和国イスタンブールの Istanbul
Central (Sultanahmet) Courts and Execution Directoratesによって解決されるものとしま
す。8)次の国々では、本契約に起因するすべての法的申し立ては専ら以下に示した都
市の管轄裁判所に提出され、解決されるものとします。a)ギギリリシシャャではアテネ、b)イイ
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ススララエエルルではテルアビブ・ヤフォ、c)イイタタリリアアではミラノ、d)ポポルルトトガガルルではリス
ボン、e)ススペペイインンではマドリッド。そして、9)英英国国でではは、、本契約に関連したすべての
紛争は、英国法廷の裁判権に委ねられ処理されることに両当事者は同意するものとし
ます。
仲仲裁裁
アアルルババニニアア、、アアルルメメニニアア、、アアゼゼルルババイイジジャャンン、、ベベララルルーーシシ、、ボボススニニアア・・ヘヘルルツツェェゴゴ
ビビナナ、、ブブルルガガリリアア、、ククロロアアチチアア、、ググルルジジアア、、ハハンンガガリリーー、、カカザザフフススタタンン、、キキルルギギスス
タタンン、、ママケケドドニニアア共共和和国国、、モモルルダダビビアア、、ポポーーラランンドド、、ルルーーママニニアア、、ロロシシアア、、ススロロババ
キキアア、、ススロロベベニニアア、、タタジジキキススタタンン、、トトルルククメメニニススタタンン、、ウウククラライイナナ、、ウウズズベベキキススタタ
ンン、、おおよよびびユユーーゴゴススララビビアア連連邦邦共共和和国国でではは、、この使用条件に起因する、または本書
への違反行為、終了または無効性に関連したすべての紛争は、Rules of Arbitration and
Conciliation of the International Arbitral Center of the Federal Economic Chamber in Vienna
(ウィーン・ルール)の下で、このルールに従って任命された 3人の仲裁人によって最
終的に解決されるものとします。この仲裁は、オーストリアのウィーンで行なわれ、
仲裁手続きの公用語は英語とします。仲裁人の裁定は最終的なものであり、当事者双
方に対する拘束力を持つものとします。したがって、オーストリア民事訴訟法第 598
(2)項に基づいて、当事者双方は同訴訟法第 595 (1)項、図 7の適用を明示的に放棄す
るものとします。ただし、RPPSはプログラムがインストールされた国の管轄裁判所
に訴訟を起こすことができるものとします。
エエスストトニニアア、、ララトトビビアアおおよよびびリリトトアアニニアアでではは、、この使用条件に起因するすべての紛
争は、紛争発生時に有効なフィンランドの仲裁法に従って、フィンランドのヘルシン
キで行なわれる仲裁で最終的に解決されるものとします。各当事者は 1人の仲裁人を
任命するものとします。2人の仲裁人は議長を任命します。両仲裁人が、議長につい
て合意できない場合は、ヘルシンキの Central Chamber of Commerceが議長を任命す
るものとします。

オオーースストトリリアア::そそのの他他 ((第第 44条条))::
本条に次の第 4項を追加します。
この節の目的として、連絡先には法人としてのお客様情報、たとえば収益データおよ
びその他の取り引き情報も含まれるものとします。

ドドイイツツ::保保証証のの内内容容とと制制限限 ((責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
>

本条に次の段落を追加します。
本条に基づく損害賠償責任の制限および除外は、RPPSの故意または重大な過失によ
り引き起こされた損害の場合には適用されません。
そそのの他他 ((第第 44条条))::本条の第 5項を次のように置き換えます。
この契約に基づくいかなる請求も 3年の時効の対象となります (本契約の第 2条 (保証
の否認)に記述されたものを除く)。
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ハハンンガガリリーー::責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
本条の最後に次のように追加します。
本条に規定された制限と適用除外は、故意、重大な過失または犯罪行為により引き起
こされた、生命または身体の健康を損なう契約不履行には適用されません。
両当事者は、この責任の制限を有効な条項として受け入れ、使用条件からお客様が享
受する便益が責任の制限と均衡していること、および、責任の制限としての売買価格
相当額にハンガリーの民法第 314.(2)項が適用されるものであることを表明します。

アアイイルルラランンドド::保保証証のの内内容容とと制制限限((保保証証のの否否認認 ((第第 22条条))::
本条に次のように追加します。
本書または Sale of Goods Act 1893 (Sale of Goods and Supply of Services Act 1980
("1980 Act")で修正された)第 12条で明示的に規定する場合を除き、1980 Act (疑念を回
避するために、1980 Act第 39条を含む)で修正された Sale of Goods Act 1893による
黙示的保証を含め (ただし、これらに限定されません)、すべての条件および保証 (明示
的保証、黙示的保証、法的保証、その他を問わず)は除外されます。
責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
本条の文を次のように置き換えます。
本条において、RPPSの責に帰すべき事由には、契約上の行為であるか不法行為であ
るかにかかわらず、本契約に関連し、お客様に対して RPPSが法的責任を負うべき
RPPS側の行為、声明、懈怠、過失が含まれます。実質的同一の損失または損害とい
う結果を生じさせ、あるいはこれに寄与する複数の RPPSの帰責事由は、それらの中
で最後に発生した日付で発生した 1つの RPPSの帰責事由として処理されます。
RPPSの責に帰すべき事由に基づく損害に対して、お客様が RPPSに救済を求める状況
が発生する場合があります。本条では RPPS'の責任範囲を規定し、お客様の救済策は
以下に限定されます。

1. RPPSは、(a) RPPSの過失により引き起こされた死亡または身体傷害、および (b)
下記の RPPSが責任を負わない項目を前提として、RPPSの過失の結果生じたお客
様の有形固定資産への物的損害に対しては無限責任を負います。

2. 上記の第 1項の規定を除き、1件の RPPS'の責に帰すべき事由に基づき現実に発生
した損害に対する RPPS'の責任は、1) €125,000、または 2)損害の直接原因となっ
たプログラムにお客様が支払った売買価格の 125%相当額のいずれか高い方の金額
を限度額とする金銭賠償責任に限られます。これらの制限は、RPPS'のサプライ
ヤーおよびプログラム開発者にも適用されます。これらの制限は、RPPSおよび
RPPSのサプライヤーならびにプログラム開発者が共同で責任を負う最大賠償額を
示します。

RRPPPPSSがが責責任任をを負負わわなないい項項目目
上記の第 1項に記載された責任は除き、いかなる場合においても、RPPSおよび RPPS
のサプライヤーならびにプログラム開発者は、その予見の有無を問わず発生した以下
のものについては賠償責任を負いません。

1. データの喪失、または損傷。
2. 特別損害、間接損害、またはその他の拡大損害。
3. 逸失した利益、ビジネス、収益、信用、節約すべかりし費用。
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イイタタリリアア::そそのの他他 ((第第 44条条))::
本条に次のように追加します。
RPPSおよびお客様 (以下、個別に「当事者」と称します)は、個人情報保護に関する
該当する法律および/または条例に規定されたすべての義務に従うものとします。それ
ぞれの当事者は、上記法律および/または条例に述べられた規定を一方の当事者が侵害
したことに起因して生じるすべての直接または間接の損害、請求、コストまたは経費
について、他方の当事者に損害のないよう補償するものとします。

ススロロババキキアア::責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::
最後の段落の後に次のように追加します。
この制限は、スロバキアの商法 §§ 373-386により禁止される場合を除き適用されるも
のとします。
そそのの他他 ((第第 44条条))::第 5項を次のように置き換えます。
該該当当すするる地地域域のの法法律律のの規規定定にに従従いい、、本本契契約約のの不不履履行行にに関関連連すするるいいかかななるる訴訴訟訟ままたたはは
そそのの他他のの措措置置はは訴訴訟訟のの原原因因がが発発生生ししたた日日かからら 44年年以以内内にに開開始始すするるここととをを両両当当事事者者がが
同同意意すするるももののととししまますす。。

ススイイスス::そそのの他他 ((第第 44条条))::
この節の目的として、連絡先には法人としてのお客様情報、たとえば収益データおよ
びその他の取り引き情報も含まれるものとします。
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ググレレーートトブブリリテテンンおおよよびび北北部部アアイイルルラランンドド連連合合王王国国 ((英英国国))::保保証証のの否否認認 ((第第 22条条))::
本条の 1番目の段落の最初の文を次のように置き換えます。
除除外外がが認認めめらられれなないい法法的的保保証証にに従従っってて、、RRPPPPSSはは、、明明示示ままたたはは黙黙示示をを問問わわずず、、満満足足
ででききるる品品質質、、特特定定目目的的へへのの適適合合性性、、--非非侵侵害害のの黙黙示示的的保保証証をを含含めめ ((たただだしし、、ここれれららにに
限限定定さされれまませせんん))、、「「ププロロググララムム」」にに関関すするるいいかかななるる保保証証ままたたはは条条件件もも付付与与ししまませせ
んん。。
責責任任のの制制限限 ((第第 33条条))::本条の文を次のように置き換えます。
本条において、RPPSの責に帰すべき事由には、契約上の行為であるか不法行為であ
るかにかかわらず、本契約に関連し、お客様に対して RPPSが法的責任を負うべき
RPPS側の行為、声明、懈怠、過失が含まれます。実質的に、同一の損失または損害
を生じさせ、あるいはこれに寄与する複数の RPPSの帰責事由は、1つの RPPSの帰責
事由として処理されます。
RPPSの責に帰すべき事由に基づく損害に対して、お客様が RPPSに救済を求める状況
が発生する場合があります。本条では RPPS'の責任範囲を規定し、お客様の救済策は
以下に限定されます。

1. RPPSは以下のものについては無限責任を負います。

1) RPPSの過失により引き起こされた死亡または身体傷害。
2) Sale of Goods Act 1979の第 12条または Supply of Goods and Services Act 1982
の第 2条に定める黙示の責任違反。

3) 下記の RPPSがが責責任任をを負負わわなないい項項目目を前提として、RPPSの過失の結果生じた
お客様の有形固定資産への物的損害。

2. 上記の第 1項の規定を除き、1件の RPPS'の責に帰すべき事由に基づき現実に発生
した損害に対する RPPS'の責任は、1) £75,000または 2)損害の直接原因となった
プログラムにお客様が支払った売買価格の 125%相当額のいずれか高い方の金額を
限度額とする金銭賠償責任に限られます。これらの制限は、RPPS'のサプライヤー
およびプログラム開発者にも適用されます。これらの制限は、RPPSおよび RPPS
のサプライヤーならびにプログラム開発者が共同で責任を負う最大賠償額を示しま
す。

RRPPPPSSがが責責任任をを負負わわなないい項項目目
上記の第 1項に記載された責任は除き、いかなる場合においても、RPPSおよび RPPS
のサプライヤーならびにプログラム開発者は、その予見の有無を問わず発生した以下
のものについては賠償責任を負いません。

1. データの喪失、または損傷。
2. 特別損害、間接損害、またはその他の拡大損害。
3. 逸失した利益、ビジネス、収益、信用、節約すべかりし費用。
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